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皆さまには､ ますますご清栄のことと

お慶び申し上げます｡

平素は格別のご愛顧を賜り､ 心からお

礼申し上げます｡

この度､ 熊本県医師信用組合の現況

(平成23年度､ 第53期) を取りまとめま

したので､ 皆さまの当組合に対するご理

解を深めていただくため､ ご高覧賜りたいと存じます｡

当組合は､ 創立以来､ 医業界における相互扶助の精神に基づ

き､ 熊本県医師会をはじめ各郡市医師会ならびに組合員の皆さ

まのお役に立つ金融機関を目指してまいりました｡

今後とも､ 皆さまにより充実した金融サービスをご提供でき

ますよう､ 役職員一同､ これまで以上に努力してまいる所存で

あります｡

皆さまには､ 何卒旧倍のご支援､ ご高導を賜りますようお願

い申し上げます｡

平成24年７月

熊本県医師信用組合 理事長 福田 稠

昭和34年12月20日 熊本市花畑町で熊本県医師信用組合設立

初代組合長に斉藤忠雄氏就任

(組合員数640名)

35年１月18日 営業開始

38年５月 第二代組合長に竹下貫一氏就任

41年５月 第三代組合長に出田邦夫氏就任

43年８月12日 熊本市花畑町に熊本県医師会館落成､

同会館４階へ移転

59年11月 バロース製コンピュータMK2600�Kを導入

61年５月 第四代理事長に白男川史朗氏就任

平成４年７月 富士通製コンピュータK650へ更改

10年６月 第五代理事長に七川清氏就任

11年６月 第六代理事長に柏木明氏就任

11年９月 預金量100億円を突破

16年６月 第七代理事長に北野邦俊氏就任

20年７月 ＳＫＣ (信組情報サービス) オンラインシ

ステムへ参加

22年１月 創立50周年､ 預金量152億円

22年６月 第八代理事長に福田稠氏就任

(平成24年７月現在)
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ごあいさつ

当組合のあゆみ (沿革)

事業の組織

総 会

監 事

理 事 会 運営委員会

常務理事会

本 店 長

総 務 課 業 務 課

役員一覧 (理事および監事の氏名・役職名)

理 事 長 福田 稠

専務理事 前田 利�

常務理事 八木 剛志

常務理事 伊津野良治

理 事 緒方 圭治

理 事 酒井 一守

理 事 福島 敬祐

理 事 岩倉雄一郎

理 事 藤本 康子

理 事 山口 淳

監 事 尾田 正幸

監 事 柴田堅一郎

監 事 松下 和孝

監 事 河喜多保典



１. 経営理念

協同組合による金融機関として､ 組合員の相互扶助の精神

に基づき､ 適切な金融サービスの提供に努め､ 組合員の皆さ

まとともに成長し､ 地域医療の発展に貢献することを基本理

念としております｡

２. 経営方針 (当組合の経営姿勢と考え方)

業域信用組合の使命を果たすべく､ 経営の健全性の確保に

努めます｡

� 健全経営

法令等を遵守し､ 内部統制態勢を強化するなど経営力の

強化に努めます｡

� 人材育成

金融環境の変化に対応でき､ 創造性あふれ､ 明朗闊達な

人材の育成に努めます｡

� 自己資本の充実

適切な金融サービスの提供に向け､ 諸リスクに充分対応

できる自己資本の確保・充実に努めます｡

金融経済環境

平成23年度のわが国経済は､ 前半は､ 東日本大震災の影響

がサプライチェーンの寸断や消費マインドの低下など多方面

に及んだものの､ 企業部門は予想を上回るペースで生産活動

を復旧させ､ 輸出の回復を実現しました｡ ただ､ 年後半は､

国内では家電エコポイント制度など経済対策の反動がみられ

ました｡

また､ 債務問題などで動揺する欧州をはじめ海外の不安定

な状況が､ 企業の生産活動に停滞の動きをもたらしました｡

県内経済についても､ 九州新幹線全線開業による観光面の効

果も限定的なものにとどまりました｡

平成24年度は､ 海外景気の減速や円高などにより輸出面は

欧米経済に懸念が残り､ 新興国においても景気減速の動きが

続き低迷するとみられます｡ 一方で､ 国内では復興需要の波

及があるとみられ､ 世界的な景気減速を補い､ 生産活動や設

備投資も回復の動きをみせると予想されます｡ 県内経済は､

４月の熊本市政令指定都市移行に伴う動きがあることから､

引続きプラス成長が見込まれます｡

さて､ 医業界は､ 国民の25％が65歳以上という高齢化の進

展により､ 医療そのものに対する要求水準はますます高まり､

医療の質の向上という外部的な要因と医療業界の技術進歩と

が組み合わさり､ 今後は､ 新しい医療技術の確立や､ より質

の高い医療サービスの提供が求められていくと予想されます｡

一方､ 金融界は､ 中小企業者などの業況や資金繰りが､ 依

然として厳しい状況にあり､ 平成24年３月末までの時限措置

となっていた ｢中小企業等金融円滑化法｣ が１年延期されま

した｡ 今後､ 金融機関によるコンサルティングの機能の一層

の発揮が求められることになります｡

業 績

｢預金積金｣

前期比789百万円増加し､ 期末残高17,420百万円となりま

した｡

｢貸出金｣

前期比111百万円増加し､ 期末残高1,669百万円となりまし

た｡

｢有価証券｣

前期比643百万円増加し､ 期末残高6,579百万円となりまし

た｡

｢預け金｣

前期比115百万円増加し､ 期末残高10,313百万円となりま

した｡

｢当期純利益｣

前期比１百万円減少し､ 14百万円となりました｡

事業の展望及び信用組合が対処すべき課題

当組合は､ 地域医療の充実・発展に向け､ 組合員の相互扶

助の精神に則り､ 組合員の皆さまに対し､ より適切な金融サー

ビスのご提供と､ なお一層の金融円滑化に努めてまいります｡

また､ 引続き組合員の増強や貸出金の増強など安定的な経

営基盤の強化を図りますとともに､ 内部管理態勢の強化に努

め､ さらなる健全経営を推進してまいります｡

医学部教育費用対応融資の取扱を開始しました｡

平成23年９月 愛称 ｢ひこばえ｣

平成24年６月 愛称 ｢そったく｣
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事業方針

平成23年度 経営環境・事業概況

トピックス

組合員の推移 (単位：人)

区 分 平成22年度末 平成23年度末

個 人 2,003 1,955

法 人 360 366

合 計 2,363 2,321
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貸借対照表 (単位：千円)

科 目 平成22年度 平成23年度 科 目 平成22年度 平成23年度

資 産 の 部 金 額 金 額 負 債 の 部 金 額 金 額

現 金 5,282 6,448 預 金 積 金 16,630,661 17,420,054

預 け 金 10,197,485 10,313,456 当 座 預 金 － －

有 価 証 券 5,936,638 6,579,754 普 通 預 金 7,676,567 7,809,211

国 債 927,721 1,142,571 貯 蓄 預 金 － －

地 方 債 1,357,404 2,076,617 通 知 預 金 － －

短 期 社 債 － － 定 期 預 金 8,377,048 9,082,687

社 債 2,619,421 2,716,082 定 期 積 金 386,000 346,793

株 式 900 900 そ の 他 の 預 金 191,045 181,361

そ の 他 の 証 券 1,031,192 643,583 そ の 他 負 債 17,245 25,563

貸 出 金 1,557,822 1,669,541 未 決 済 為 替 借 － －

割 引 手 形 － － 未 払 費 用 12,964 15,788

手 形 貸 付 109,340 147,658 給 付 補 填 備 金 458 270

証 書 貸 付 1,448,482 1,521,883 未 払 法 人 税 等 937 6,728

当 座 貸 越 － － 前 受 収 益 105 79

そ の 他 資 産 156,889 140,243 払 戻 未 済 金 1,087 1,015

未 決 済 為 替 貸 － － そ の 他 の 負 債 1,693 1,682

全 信 組 連 出 資 金 22,400 22,400 賞 与 引 当 金 2,267 2,761

前 払 費 用 － － 役 員 賞 与 引 当 金 － －

未 収 収 益 66,590 51,573 退 職 給 付 引 当 金 44,927 39,929

金 融 派 生 商 品 － － 役員退職慰労引当金 2,850 3,940

繰 延 ヘ ッ ジ 損 失 － － 繰 延 税 金 負 担 － 8,331

そ の 他 の 資 産 67,898 66,248 債 務 保 証 100 100

有 形 固 定 資 産 3,363 1,777 負 債 の 部 合 計 16,698,053 17,500,680

建 物 － － 純 資 産 の 部

土 地 － － 出 資 金 32,683 31,958

建 設 仮 勘 定 － － 普 通 出 資 金 32,683 31,958

その他有形固定資産 3,363 1,777 利 益 剰 余 金 1,002,180 1,015,713

無 形 固 定 資 産 5,326 3,015 利 益 準 備 金 42,342 42,342

ソ フ ト ウ ェ ア 5,241 2,930 そ の 他利益剰余金 959,839 973,371

の れ ん － － 特 別 積 立 金 926,293 946,293

その他無形固定資産 84 84 当期未処分剰余金 33,542 27,078

繰 延 税 金 資 産 3,089 －

再評価に係る繰延税金資産 － － 組 合 員 勘 定 合 計 1,034,861 1,047,671

債 務 保 証 見 返 100 100 その他の有価証券評価差額金 55,660 88,225

貸 倒 引 当 金 △ 77,422 △ 77,758 土地再評価差額金 － －

( うち個別貸倒引当金) (△ 72,206) (△ 72,096) 評価・換算差額等合計 55,660 88,225

純 資 産 計 1,090,521 1,135,897

資 産 の 部 合 計 17,788,575 18,636,577 負債及純資産の合計 17,788,575 18,636,577

(注) 記載金額は､ 千円未満を切り捨てて表示しております｡

経理・経営内容



(単位：百万円)
区 分 貸 借 対 照 表 計 上 額

全 信 組 連 出 資 金 22
合 計 22

(単位：百万円)
区 分 貸借対照表計上額 個別貸倒引当金計上額

ペレグリン・インベストメンツ・
ホールディングス・リミテッド 61 61

合 計 61 61

貸借対照表計上額 時 価 差 額
百万円 百万円 百万円

社 債 400 403 3
小 計 400 403 3

貸借対照表計上額 時 価 差 額
百万円 百万円 百万円

社 債 － － －
小 計 － － －
合 計 400 403 3

(注) 時価は当事業年度末における市場価格等に基づいております｡

貸借対照表計上額 取得原価 差 額
百万円 百万円 百万円

債 券 4,961 4,811 150
国 債 1,043 1,006 37
地方債 1,877 1,806 71
社 債 2,040 1,998 41
その他 234 228 5
小 計 5,196 5,040 155

貸借対照表計上額 取得原価 差 額
百万円 百万円 百万円

債 券 573 599 △25
国 債 99 99 △ 0
地方債 198 200 △ 1
社 債 275 300 △24
その他 409 418 △ 8
小 計 982 1,017 △34
合 計 6,178 6,057 120

(注) 貸借対照表計上額は､ 事業年度末における市場価格等に基づく時価により計
上したものであります｡

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超
百万円 百万円 百万円 百万円

債 券 200 2,782 1,723 1,227
国 債 － 311 213 617
地方債 － 1,147 417 511
社 債 200 1,323 1,092 99
その他 300 98 210 －
合 計 501 2,881 1,934 1,227

(単位：百万円)
貸借対照表計上額 時 価 差 額

�預け金 (＊１)
�有価証券

満期保有目的の債券
その他有価証券

�貸出金 (＊１)
貸倒引当金 (＊２)

10,313
6,579
400
6,179
1,669
△10

10,336
6,583
403
6,179

22
3
3
－

1,658 1,666 7
金 融 資 産 計 18,551 18,585 34

�預金積金 (＊１) 17,420 17,440 △20
金 融 負 債 計 17,420 17,440 △20

(＊１) 預け金､ 貸出金及び預金積金は､ ｢簡便な計算により算出した時価に代わる金額｣
を記載しております｡

(＊２) 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております｡

�１. 記載金額は､ 千円未満を切り捨てて表示しております｡ なお､ 以下の注記については､ 表示単位
未満を切り捨てて表示しております｡

２. 有価証券の評価は､ 満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法 (定額法)､ そ
の他有価証券のうち時価のあるものについては事業年度末の市場価格等に基づく時価法 (売却原
価は主として移動平均法により算定)､ 時価を把握することが極めて困難と認められるものにつ
いては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております｡ なお､ その他有価証券の
評価差額については､ 全部純資産直入法により処理しております｡

３. 有形固定資産 (リース資産を除く) の減価償却は､ 定率法を採用しております｡ また､ 主な耐用
年数は次のとおりであります｡ その他 ４年～20年

４. 無形固定資産 (リース資産を除く) の減価償却は定額法により償却しております｡ なお､ 自社利
用のソフトウェアについては､ 当組合内における利用可能期間 (５年) に基づいて償却しており
ます｡

５. 貸倒引当金は､ 予め定めている償却・引当基準に則り､ 次のとおり計上しております｡
｢銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針｣
(日本公認会計士協会・銀行等監査特別委員会報告第４号) に規定する正常先債権及び要注意先
債権に相当する債権については､ 一定の種類毎に分類し､ 過去の一定期間における各々の貸倒実
績から算出した貸倒実績率等に基づく引当額を計算し､ 貸倒実績率等が法定繰入率未満となった
場合は､ 税法基準の法定繰入率により引当てております｡ 破綻懸念先債権に相当する債権につい
ては､ 債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し､ その残額のう
ち必要と認める額を引当てております｡ 破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権について
は､ 債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引当てて
おります｡
全ての債権は､ 資産の自己査定基準に基づき､ 営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産
査定を実施しており､ その査定結果により上記の引当てを行っております｡

６. 賞与引当金は､ 従業員への賞与の支払いに備えるため､ 従業員に対する賞与の支給見込額のうち､
当事業年度に帰属する額を計上しております｡

７. 退職給付引当金は､ 従業員の退職給付に備えるため､ 当事業年度末における退職給付債務に基づ
き､ 必要額を計上しております｡

８. 役員退職慰労引当金は､ 役員への退職慰労金の支払に備えるため､ 役員に対する退職慰労金の支
給見込額のうち､ 当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております｡

９. 消費税及び地方消費税の会計処理は､ 税込方式によっております｡
10. 理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額 62百万円
11. 理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債務総額 該当ございません｡
12. 有形固定資産の減価償却累計額 35百万円
13. 貸出金のうち､ 破綻先債権額は７百万円､ 延滞債権額はございません｡ なお､ 破綻先債権とは､

元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取
立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金 (貸倒償却を行った部
分を除く｡ 以下 ｢未収利息不計上貸出金｣ という｡) のうち､ 法人税法施行令 (昭和40年政令第97
号) 第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じてい
る貸出金であります｡
また､ 延滞債権とは､ 未収利息不計上貸出金であって､ 破綻先債権及び債務者の経営再建又は
支援を図ることを目的として利息の支払いを猶予した貸出金以外の貸出金であります｡

14. 貸出金のうち､ ３か月以上延滞債権額はありません｡
なお､ ３か月以上延滞債権とは､ 元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から３か月以上遅
延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります｡

15. 貸出金のうち､ 貸出条件緩和債権額は13百万円であります｡
なお､ 貸出条件緩和債権とは､ 債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として､ 金利の減
免､ 利息の支払猶予､ 元本の返済猶予､ 債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸
出金で破綻先債権､ 延滞債権及び３か月以上延滞債権に該当しないものであります｡

16. 破綻先債権額､ 延滞債権額､ ３か月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は21百万円
であります｡ なお､ 13. から16. に掲げた債権額は､ 貸倒引当金控除前の金額であります｡

17. 担保に提供している資産は､ 次のとおりであります｡
担保提供している資産 預け金51百万円

18. 出資１口当たりの純資産額は 35,013円68銭です｡
19. 金融商品の状況に関する事項

�金融商品に対する取組方針
当組合は､ 預金業務､ 融資業務､ 預け金および有価証券による資金運用業務などの金融業務を
行っております｡
このため､ 主として金利変動を伴う金融資産および金融負債を有しており､ 金利変動による不
利な影響が生じないよう､ 資産および負債を総合的に管理しております｡
なお､ 当組合は､ デリバティブ取引を行っておりません｡

�金融商品の内容およびそのリスク
当組合の金融資産は､ 熊本県内の医療機関を主とした組合員に対する貸出金であり､ 貸出先の
契約不履行による信用リスクがあります｡
預け金は､ 預入先金融機関の破綻などの信用リスクと金利の変動リスクがあります｡
有価証券は､ 主に債券であり､ 満期保有目的および純投資目的で保有しております｡ これらは､
それぞれ発行体の破綻などの信用リスク､ 金利の変動リスク､ および､ 市場価格の変動リスクが
あります｡
一方､ 金融負債は､ お客様から受入れた預金および定期積金であり､ 流動性リスクおよび金利
の変動リスクがあります｡

�金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理

当組合は､ 貸出規定および余資運用規定に従い､ 貸出金の信用リスクに関しては､ 個別案件
ごとの与信審査､ 与信限度額､ 信用情報管理､ 保証や担保の設定など与信管理に関する体制を
整備し運営しております｡
また､ 有価証券の発行体の信用リスクに関しては､ 信用情報や時価の把握を行っております｡
これらの管理は､ 本店で行われ､ また､ 定期的に開催している常務理事会および理事会で､
審議・報告を行っております｡
さらに､ 与信管理の状況は､ 内部検査を実施し､ 理事会に報告するとともに監事へも報告し
ております｡
②市場リスクの管理

��金利リスクの管理
当組合は､ 金融資産および金融負債の金利や期間を総合的に把握し､ 金利リスクを管理し

ております｡
これらの管理は､ 余資運用規定に従い､ 定期的に本店で総金利リスク量を計測・分析し､

常務理事会および理事会へ報告上､ 今後の対応を協議しております｡
��為替リスクの管理
当組合は､ 外貨建てでの運用・調達は行っておらず､ 為替リスクは､ 有価証券のうち為替

系仕組債の利回りへの影響など限定的なため､ 金利リスクに含めて管理しております｡
��価格変動リスクの管理
当組合の有価証券の運用は､ 理事会の方針に基づき､ 常務理事会および理事会の監督のも

と､ 余資運用規定に従い行っております｡
有価証券の購入にあたっては､ 事前審査､ 投資限度額の設定のほか､ 継続的なモニタリン

グを通じて､ 価格変動リスクの軽減を図っております｡
これらの情報は､ 常務理事会および理事会へ報告しております｡

③資金調達に関する流動性リスクの管理
当組合は､ 金融資産および金融負債の期間を総合的に把握し､ また､ 適時に資金管理を行う
ことによって､ 流動性リスクを管理しております｡

	金融商品の時価等に関する事項の補足説明
金融商品の時価には､ 市場価格に基づく価額のほか､ 市場価格がない場合には合理的に算定さ
れた価額が含まれております｡ 当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため､
異なる前提条件等によった場合､ 当該価額が異なることもあります｡
なお､ 金融商品のうち預け金､ 貸出金及び預金積金については､ 簡便な計算により算出した時
価に代わる金額を開示しております｡

20. 金融商品の時価等に関する事項
平成24年３月31日における貸借対照表計上額､ 時価､ 及びこれらの差額は､ 次のとおりであり
ます｡ なお､ 時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は､ 次表には含めてお
りません｡ (注１)
また､ 重要性の乏しい科目については記載を省略しております｡

(注１) 金融商品の時価等の算出方法
金融資産

�預け金
満期のない預け金については､ 時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額を時価
としております｡ 満期のある預け金については､ 残存期間毎に算出したキャッシュ・フローを
市場金利 (Libor､ SWAP) で割引くことで現在価値を算出し､ 当該現在価値を時価としてお
ります｡

�有価証券
有価証券は､ 取引所の価格または取引金融機関から提示された価格を時価としております｡

�貸出金
貸出金は､ 残存期間毎に算出したキャッシュ・フローを市場金利 (Libor､ SWAP) で割引

くことで現在価値を算出し､ 当該現在価値から一般貸倒引当金および個別貸倒引当金を控除し
たものを時価としております｡

金融負債
�預金積金

預金積金のうち､ 要求払預金は､ 帳簿価額を時価としております｡
また､ 定期性預金は､ 残存期間毎に算出したキャッシュ・フローを市場金利 (Libor､ SW

AP) で割引くことで現在価値を算出し､ 当該現在価値を時価としております｡
(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり､ 金融商品の時

価情報には含まれておりません｡

(注３) その他資産のうち下記債権は､ 全額個別貸倒引当金を計上しているため金融商品の時価情報
に含まれておりません｡

21. 有価証券の時価､ 評価差額等に関する事項は次のとおりであります｡ これらには､ ｢国債｣､ ｢地
方債｣､ ｢社債｣､ ｢その他の証券｣ が含まれております｡ 以下24. まで同様であります｡
�売買目的有価証券に区分した有価証券はありません｡
�満期保有目的の債券
【時価が貸借対照表計上額を超えるもの】

【時価が貸借対照表計上額を超えないもの】

�その他有価証券
【貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの】

【貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの】

22. 当期中に売却した満期保有目的の債券はありません｡
23. 当期中に売却したその他有価証券はありません｡
24. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の償還予定額は次のとお

りであります｡

25. 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は､ それぞれ以下のとおりであります｡
繰延税金資産
貸倒引当金損金算入限度額超過額 11百万円
退職給付引当金損金算入限度額超過額 10
その他 1
繰延税金資産小計 24
評価性引当額 －
繰延税金資産合計 24
繰延税金負債
その他 △32
繰延税金負債合計 △32
繰延税金資産の純額 △ 8百万円

(追加情報)
｢経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律｣
(平成23年法律第114号) 及び ｢東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財
源の確保に関する特別措置法｣ (平成23年法律第117号) が平成23年12月２日に公布され､ 平成24
年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われる
こととなりました｡ これに伴い､ 繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率
は従来の30％から､ 平成24年４月１日に開始する事業年度から平成26年４月１日に開始する事業
年度に解消が見込まれる一時差異等については29％に､ 平成27年４月１日に開始する事業年度以
降に解消が見込まれる一時差異等については27％となります｡
この税率変更により､ 繰延税金負債は１百万円減少し､ その他有価証券評価差額金は１百万円

増加し､ 法人税等調整額は３百万円増加しております｡

26. 追加情報
当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から､ ｢会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準｣ (企業会計基準第24号平成21年12月４日) 及び ｢会計上の変更及び
誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針｣ (企業会計基準適用指針第24号平成21年12月４日) を適
用しております｡

���
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損益計算書 (単位：千円) 剰余金処分計算書 (単位：千円)

科 目 平成22年度 平成23年度 科 目 平成22年度 平成23年度

経 常 収 益 159,407 159,396 当 期 未処分剰余金 33,542 27,078
資 金 運 用 収 益 158,745 158,472

積 立 金 取 崩 額 － －貸 出 金 利 息 29,511 30,808
預 け 金 利 息 41,252 35,417

剰 余 金 処 分 額 33,542 27,078有価証券利息配当金 87,084 91,351
そ の 他の受入利息 896 896

利 益 準 備 金 － －
役 務 取 引 等 収 益 648 682

普通出資に対する配当金 977 959受 入 為 替 手 数 料 644 679
そ の 他の役務収益 4 3

(年３％の割合) (年３％の割合)そ の 他 業 務 収 益 14 240
国 債 等債券売却益 － －

特 別 積 立 金 20,000 15,000国 債 等債券償還益 － 236
金 融 派生商品収益 － －

次 期 繰 越 金 12,565 11,119
その他の業務収益 14 4

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡そ の 他 経 常 収 益 －
貸倒引当金戻入益 －

経 常 費 用 142,097 135,135
資 金 調 達 費 用 34,274 28,364

財務諸表の適正性・内部監査の有効性についての確認書預 金 利 息 33,235 27,702
給付補填備金繰入額 1,038 662

確 認 書

私は､ 当組合の平成23年４月１日から24年３月31日まで
の第53期事業年度における貸借対照表､ 損益計算書及び剰
余金処分計算書の適正性､ 及び､ 同書類作成に係わる内部
監査の有効性を確認いたしました｡

平成24年７月２日

熊本県医師信用組合

理事長

役 務 取 引 等 費 用 16 20
支 払 為 替 手 数 料 － 4
そ の 他 役 務 費 用 16 16

そ の 他 業 務 費 用 － －
国債等債券売却損 － －
そ の 他 業 務 費 用 － －

経 費 107,806 106,413
人 件 費 47,660 43,763
物 件 費 59,948 62,483
税 金 197 166

そ の 他 経 常 費 用 － 336
貸 出 金 償 却 － －
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － 336
その他引当金繰入額 － －

会計監査人による監査 (単位：千円)経 常 利 益 17,309 24,260
特 別 利 益 5,907 －

当組合は､ 協同組合による金融事業に関する法律に規定

する ｢特定信用組合｣ には該当せず､ 法定監査を受ける義

務はございません｡

そ の 他 の 特 別 利 益 － －
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 5,907

特 別 損 失 39 －
動 産 不 動 産 処 分 損 39 －

税 引 前 当 期 純 利 益 23,177 24,260
法人税､ 住民税及び事業税 1,236 7,103
法 人 税 等 調 整 額 5,740 2,643
当 期 純 利 益 16,199 14,513
繰 越 金(当期首残高) 17,342 12,565
当 期 未 処 分 剰 余 金 33,542 27,078

(注)１. 記載金額は､ 千円未満を切り捨てて表示しております｡ なお､
以下の注記については､ 表示単位未満を切り捨てて表示して
おります｡

２. 出資１口当たりの当期純利益 443円3銭

経理・経営内容
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業務粗利益 (単位：千円) 役務取引の状況 (単位：千円)

科 目 平成22年度 平成23年度 科 目 平成22年度 平成23年度

資 金 運 用 収 益 158,745 158,472 役 務 取 引 等 収 益 648 682

資 金 調 達 費 用 34,274 28,364 受 入 為 替 手 数 料 644 679

資 金 運 用 収 支 124,471 130,108 その他の受入手数料 4 3

役務取引等収益 648 682 その他の役務取引等収益 － －

役務取引等費用 16 20 役 務 取 引 等 費 用 16 20

役 務 取 引 等 収 支 632 662 支 払 為 替 手 数 料 － 4

その他業務収益 14 240 その他の支払手数料 16 16

その他業務費用 － － その他の役務取引等費用 － －

そ の 他 業 務 収 支 14 240 (注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡
業 務 粗 利 益 125,116 131,010

業 務 粗 利 益 率 0.74％ 0.73％

(注)１. 業務粗利益率＝
業務粗利益

資金運用勘定計平均残高
×100

２. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡
受取利息および支払利息の増減 (単位：千円)

項 目 平成22年度 平成23年度

受 取 利 息 の 増 減 880 △273

支 払 利 息 の 増 減 8,899 △5,910
経費の内訳 (単位：千円) (注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡

項 目 平成22年度 平成23年度

人 件 費 47,660 43,763

報 酬 給 料 手 当 37,870 35,742 業務純益 (単位：千円)

退 職 給 付 費 用 1,822 3,111

項 目 平成22年度 平成23年度そ の 他 7,968 4,909

物 件 費 59,948 62,483 業 務 純 益 20,921 25,240
事 務 費 23,593 25,091

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡
固 定 資 産 費 17,523 17,184

事 業 費 3,124 3,045

人 事 厚 生 費 159 167

減 価 償 却 費 4,848 3,897

そ の 他 10,701 13,097

税 金 197 166

経 費 合 計 107,806 106,413

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡

経理・経営内容
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主要な経営指標の推移 (単位：千円：％)

区 分 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

経 常 収 益 158,316 177,859 158,953 159,407 159,396

経 常 利 益 (損失) 10,711 7,763 27,089 17,309 24,260

当 期 純 利 益 (損失) 13,270 7,058 22,977 16,199 14,513

預 金 積 金 残 高 12,575,307 12,545,813 15,218,953 16,630,661 17,420,054

貸 出 金 残 高 1,668,596 1,599,536 1,542,196 1,557,822 1,669,541

有 価 証 券 残 高 4,609,757 4,199,919 5,023,675 5,936,638 6,579,754

総 資 産 額 13,680,530 13,581,165 16,380,818 17,788,575 18,636,577

純 資 産 額 1,021,603 947,302 1,074,620 1,090,521 1,135,897

自己資本比率 (単体) 24.74％ 22.87％ 20.68％ 19.26％ 18.93％

出 資 総 額 35,152 34,575 33,370 32,638 31,958

出 資 総 口 数 35,152口 34,575口 33,370口 32,638口 31,958口

出資に対する配当金 1,047 1,033 1,670 977 959

職 員 数 ５人 ５人 ５人 ５人 ６人

(注) １. 残高計数は期末日現在のものです｡
２. ｢自己資本比率 (単体)｣ の平成20年度については､ 自己資本比率規制の一部を弾力化する特例 (平成20年金融庁告示第79号) に基づき､ 算出しております｡
３. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡

資金運用勘定､ 資金調達勘定の平均残高等 (単位：千円：％) 有価証券､ 金銭の信託等の取得価格または契約価格､ 時価および評価損益 (単位：千円)

科 目 年 度 平均残高 利 息 利回り 項 目 取得価格または契約価格 時 価 評価損益

資 金
運 用 勘 定

22年度 16,802,306 158,745 0.94
有 価 証 券

22年度 5,857,122 5,944,011 86,889

23年度 17,901,100 158,472 0.88 23年度 6,458,897 6,583,358 124,460

う ち
貸 出 金

22年度 1,534,435 29,511 1.92
金銭の信託

22年度 － － －

23年度 1,571,612 30,808 1.96 23年度 － － －

う ち
預 け 金

22年度 9,565,852 41,252 0.44 デリバティブ
等 商 品

22年度 － － －

23年度 10,195,900 35,417 0.34 23年度 － － －

う ち 金 融
機関貸付等

21年度 － － －
(注)１. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡

２. ｢時価｣ は､ ｢金融商品に係る会計基準の設定に関する意
見書｣ (企業会計審議会：平成11年１月22日) に定める時
価に基づいて表示しております｡ なお､ 時価のないものに
ついては､ 帳簿価格で表示しております｡

３. デリバティブ等商品とは､ 預金等と協同組合による金融事
業に関する法律施行規則第41条１項第５号に掲げる取引
(金融先物取引､ 金融等デリバティブ取引､ 先物外国為替
取引､ 有価証券デリバティブ取引等) を組合せた商品です｡

23年度 － － －

う ち
有 価 証 券

22年度 5,679,618 87,084 1.53

23年度 6,111,187 91,351 1.49

資 金 調 達
勘 定

22年度 15,796,316 34,274 0.21

23年度 16,868,721 28,364 0.16

う ち
預 金 積 金

22年度 15,796,316 34,274 0.21

23年度 16,868,721 28,364 0.16

うち譲渡性
預 金

22年度 － － －

23年度 － － －

う ち
借 用 金

22年度 － － －

23年度 － － －

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡

経理・経営内容



���

経理・経営内容

満期保有目的の債券 (単位：千円)

項 目
平成22年度 平成23年度

貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額 貸借対照表

計 上 額 時 価 差 額

国 債
時価が貸借対照表計上額を超えるもの － － － － － －
時価が貸借対照表計上額を超えないもの － － － － － －

計 － － － － － －

地 方 債
時価が貸借対照表計上額を超えるもの － － － － － －
時価が貸借対照表計上額を超えないもの － － － － － －

計 － － － － － －

短 期 社 債
時価が貸借対照表計上額を超えるもの － － － － － －
時価が貸借対照表計上額を超えないもの － － － － － －

計 － － － － － －

社 債
時価が貸借対照表計上額を超えるもの 300,000 307,027 7,027 400,000 403,603 3,603
時価が貸借対照表計上額を超えないもの 100,000 99,737 △262 － － －

計 400,000 406,764 6,765 400,000 403,603 3,603

そ の 他
時価が貸借対照表計上額を超えるもの 100,000 100,609 1,025 － － －
時価が貸借対照表計上額を超えないもの － － － － － －

計 100,000 100,609 1,025 － － －

合 計
時価が貸借対照表計上額を超えるもの 400,000 407,636 8,052 400,000 403,603 3,603
時価が貸借対照表計上額を超えないもの 100,000 99,737 △262 － － －

計 500,000 507,373 7,790 400,000 403,603 3,603
(注) １. 時価は､ 当事業年度末における市場価格等に基づいております｡

２. ｢社債｣ には､ 政府保証債､ 公社公団債､ 金融債､ 事業債が含まれます｡
３. 上記の ｢その他｣ は､ 外国証券及び投資信託等です｡

その他有価証券 (単位：千円)

項 目
平成22年度 平成23年度

貸借対照表
計 上 額 取得原価 差 額 貸借対照表

計 上 額 取得原価 差 額

株 式
貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの － － － － － －
貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの － － － － － －

計 900 900 － 900 900 －

債 券
貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 4,017,237 3,907,027 10,210 4,961,735 4,811,730 150,005
貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 487,308 499,904 △12,595 573,535 599,313 △25,778

計 4,504,545 4,406,931 97,613 5,535,270 5,411,043 124,227

国 債
貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 927,721 909,073 18,647 1,043,258 1,006,230 37,028
貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの － － － 99,313 99,313 △0

計 927,721 909,073 18,647 1,142,571 1,105,543 37,028

地 方 債
貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 1,357,404 1,299,693 57,710 1,877,967 1,806,817 71,150
貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの － － － 198,650 200,000 △1,350

計 1,357,404 1,299,693 57,710 2,076,617 2,006,817 69,800

短期社債
貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの － － － － － －
貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの － － － － － －

計 － － － － － －

社 債
貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 1,732,112 1,698,261 33,851 2,040,510 1,998,683 41,827
貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 487,308 499,904 △12,595 275,572 300,000 △24,428

計 2,219,420 2,198,165 21,256 2,316,082 2,298,683 17,399

そ の 他
貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 434,382 428,943 5,438 234,501 200,000 34,501
貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 496,810 520,347 △23,537 409,082 446,951 △37,869

計 931,192 949,290 △18,099 643,583 646,951 △3,368

合 計
貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 4,451,619 4,335,970 115,648 5,197,136 5,011,730 185,406
貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 984,118 1,020,251 △36,133 982,617 1,046,264 △63,647

計 5,435,738 5,356,222 79,515 6,179,753 6,058,894 120,859
(注) １. 貸借対照表計上額は､ 当事業年度末における市場価格等に基づいております｡

２. ｢社債｣ には､ 政府保証債､ 公社公団債､ 金融債､ 事業債が含まれます｡
３. 上記の ｢その他｣ は､ 外国証券及び投資信託等です｡
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その他業務収益の内訳 (単位：千円) 預貸率および預証率 (単位：％)

項 目 平成22年度 平成23年度 区 分 平成22年度 平成23年度

外 国 為 替 売 買 益 － －
預 貸 率

(期 末) 9.36 9.58

商品有価証券売却益 － － (期中平均) 9.71 9.31

国 債 等債券売却益 － －
預 証 率

(期 末) 35.69 37.77

国 債 等債券償還益 － － (期中平均) 35.95 36.22

金 融 派生商品収益 － －

そ の 他 派 生 商 品 － －
１店舗当りの預金および貸出金残高 (単位：千円)

そ の 他 業 務 収 益 14 240 区 分 平成22年度 平成23年度

その他業務収益合計 14 240 １店舗当たりの預金残高 16,630,661 17,420,054

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡ １店舗当りの貸出金残高 1,557,822 1,669,541

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡

総資産利益率 (単位：％)

区 分 平成22年度 平成23年度 職員１人当りの預金および貸出金残高 (単位：千円)

総 資 産経常利益率 0.10 0.13 区 分 平成22年度 平成23年度

総資産当期利益率 0.09 0.08 職員１人当りの預金残高 3,326,132 2,903,342

総資産経常(当期)利益率＝
経常(当期純)利益

総資産(債務保証見返りを除く)平均残高
×100

職員１人当りの貸出金残高 311,564 278,256

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡

総資金利鞘等 (単位：％)

区 分 平成22年度 平成23年度

資金運用利回り(ａ) 0.94 0.88

資金調達原価率(ｂ) 0.87 0.79

総資金利鞘 (ａ－ｂ) 0.07 0.09

経理・経営内容
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自己資本の構成 (単位：千円)

項 目 平成22年度 平成23年度 項 目 平成22年度 平成23年度

出資金 32,683 31,958 補完的項目不算入額 (△) － －

非累積的永久優先出資金 － － 補 完 的 項 目 (Ｂ) 5,216 5,662

優先出資申込証拠金 － － 自己資本総額 (Ａ＋Ｂ) ＝ (Ｃ) 1,039,099 1,052,375

資 本 準 備 金 － － 他の金融機関の資本調達手段の

意図的な保有相当額
－ －

その他資本剰余金 － －

負債性資本調達手段及びこれに

準ずるもの
－ －利 益 準 備 金 42,342 42,342

特 別 積 立 金 946,293 961,293
期限付劣後債務及び期限付優先

出資並びにこれらに準ずるもの
－ －

次 期 繰 越 金 12,565 11,119

そ の 他 － － 控除項目不算入額 (△) － －

その他有価証券評価損益 (△) － － 控 除 項 目 計 (Ｄ) － －

自 己 優 先 出 資 － － 自己資本額 (Ｃ－Ｄ) ＝ (Ｅ) 1,039,099 1,052,375

営 業 権 相 当 額 (△) － － (リスク・アセット等) － －

基 本 的 項 目 (Ａ) 1,033,883 1,046,712 資産 (オン・バランス) 項目 5,165,293 5,313,114

土地の再評価額と再評価額の直

前の帳簿価額の差額の45％相当

額

－ －
オフ・バランス取引等項目 － －

オペレーショナル・相当額を

８％で除して得た額
229,240 243,405

一 般 貸 倒 引 当 金 5,216 5,662

負債性資本調達手段等 － － リスク・アセット等計 (Ｆ) 5,394,533 5,556,520

負 債 性 資 本 調 達 手 段 － － Ｔ ｉ ｅ ｒ ｌ 比 率 (Ａ／Ｆ) 19.16％ 18.83％

期限付劣後債務及び期限付優先出資 － － 自 己 資 本 比 率 (Ｅ／Ｆ) 19.26％ 18.93％

(注)１. ｢協同組合による金融事業に関する法律第６条第１項において準用する銀行法第14条の２の規定に基づき､ 信用協同組合及び信用組合
連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準｣ に係る算式に基づき算出し
ております｡

２. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡

自己資本比率について (単位：千円)

自己資本比率とは､ 総資産に対する自己資本の割合を示すもので､ 金融機関の安全性や健全性を評価するうえで重要な指標です｡

自己資本比率を算出するにあたって､ 保有する資産の種類ごとに､ それぞれ安全性の度合いに応じた掛目が定められており､ 各資

産に掛目を乗じたものの合計額 (これを ｢リスク･アセット｣ という) とオペレーショナル・リスク相当額を８％で除した金額との

総計額を分母とし､ 自己資本額を分子として計算いたします｡ (なお､ オペレーショナル・リスクとは､ 事務リスク､ システム･リス

クなどを数値化したものです｡)

当組合のように国内のみで営業する金融機関は４％以上､ 海外にも営業拠点を持つ金融機関は８％以上を維持することが求められ

ております｡

当組合は､ 18.93％と極めて高い水準を確保しております｡

バーゼルⅡ第３の柱による開示
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バーゼルⅡ ｢新しい自己資本比率規制｣ の概要について (単位：千円)

本情報開示は､ 法律に基づきバーゼルⅡの定める基準で行っております｡

バーゼルⅡ ｢新しい自己資本比率規制｣ とは､ 各金融機関が抱える様々なリスクをより精緻に捉え､ それに見合った自己資

本の維持を求めるものです｡

バーゼルⅡは､ 以下の ｢３つの柱｣ から構成されております｡

１. 第１の柱

自己資本比率算出の過程で､ その分母には信用リスクのリスク・アセットに上記でご説明しましたオペレーショナル・リ

スク相当額を加算しております｡

当組合においては､ オペレーショナル・リスクの計測には ｢基礎的手法｣ を､ 信用リスクの算出には ｢標準的手法｣ を採

用しております｡

信用リスクの算出に使用する ｢外部格付｣ には､ 下記適格格付機関が付与したものを使用しております｡

・株式会社格付投資センター (Ｒ&１)

・株式会社日本格付研究所 (JCR)

・Moodｙ's Investors Sarvice Ratings (Moodｙ's)

・STANDARD＆POOR'S (Ｓ&Ｐ)

２. 第２の柱

｢第１の柱｣ で補足できないリスクのうち､ 金融機関経営に重大な影響をおよぼすと考えられるリスクに対し､ 金融機関

の自己管理を促し､ 金融当局の検証を受けるというものです｡

特に､ 銀行勘定 (バンキング勘定のこと｡ 短期売買などを行うものをトレーディング勘定という) の金利リスクと信用集

中リスクが適切に管理されるべきとされております｡

３. 第３の柱

｢第１の柱｣ と ｢第２の柱｣ の内容を､ できるだけ詳しく組合員の皆さまへ情報開示することにより､ 組合員の皆さまか

ら当組合の健全性を評価いただくことを目的としたものです｡

本 ｢熊本県医師信用組合の業務現況｣ 発刊は､ 第３の柱の目的に沿ったものです｡

バーゼルⅡ第３の柱による開示



当組合の自己資本は､ 基本的項目 (Tier1) と補完的項目

(Tier2) で構成されております｡ 平成23年度末の自己資本額の

うち､ 当組合が積立てたもの以外は､ 組合員の皆さまからお預

かりしている出資金で調達しております｡

(10ページをご覧ください)

当組合は､ これまで適正な利益を確保し､ 内部留保による資

本の積上げを行うことにより自己資本の充実を計ってまいりま

した｡ その結果､ 自己資本規制の国内基準４％以上および国際

基準８％以上を大幅に上回る18.93％と高い水準を計上してお

ります｡ さらに､ 基本的項目 (Tier1) の比率は18.83％であり

ますので､ 経営の健全性および安全性は充分確保できておりま

す｡

(10・13ページをご覧ください)

信用リスクとは､ 与信先の財務状況の悪化等のクレジットイ

ベント (信用事由) に起因して､ 当組合の資産 (オフバランス

資産を含む) の価値が減少ないし滅失し､ 損失を被るリスクの

ことです｡

当組合では､ 与信業務の普遍的かつ基本的な指針である ｢ク

レジット・ポリシー｣ を､ また､ 実務面では ｢貸出規定｣､ ｢余

資運用規定｣ などを定めており､ 全ての役職員に充分な理解と

遵守を義務付けることで､ 信用リスク管理の徹底を図っており

ます｡

また､ 個別の案件の審査・与信管理は､ 現場である本店での

審査の後､ ｢貸出規定｣ に定める基準に則り､ 常務理事会また

は理事会で可否を決定するなど､ 適切な信用リスク管理の運営

に努めております｡

貸出金等の貸倒償却・引当については､ 自己査定の債務者区

分ごとに計上しております｡ 自己査定で区分した正常先債権､

要注意先債権は､ 税法基準の法定繰入率により一般貸倒引当金

を計上し､ また､ 破綻懸念先債権は､ 実質破綻先債権ならびに

破綻先債権は､ 回収見込額控除後の債権額をそれぞれ個別貸倒

引当金として計上しております｡

なお､ それぞれの結果については､ 監事の内部監査を受ける

など､ 適正な処理に努めております｡

(13～16・20ページをご覧ください)

信用リスク削減手法とは､ ある一定の優良な担保､ 保証など

でリスクを削減することです｡ 具体的には､ 自己資本比率の算

出に使用する信用リスク・アセット (分母) から当該担保・保

証などの相当額を控除することができます｡

ある一定の優良な担保､ 保証などとは､ 適格金融資産担保

(預金･積金担保など)､ 保証 (公的保証および上場会社等の適

格保証人)､ クレジット・デリバティブ､ 貸出金と預金・積金

との相殺 (オンバランスシート・ネッティング) と定義されて

います｡

当組合の信用リスク管理は保守的な運営を指向しております

ので､ 適格金融資産担保と保証のみを適用しております｡

(16ページをご覧ください)

オペレーショナル・リスクとは､ 内部プロセス・人・システ

ムが不適切であること若しくは機能しないこと､ 又は外生的事

象が生起することから生じる損失に係るリスクと定義されてお

ります｡ この定義には､ 法務リスクは含まれますが､ 戦略リス

ク､ 風評リスク､ システミック・リスクは含まれません｡

当組合では､ ｢事務取扱要領｣ や ｢システム障害対策マニュ

アル｣ 等を制定し､ 全ての役職員に充分な理解と遵守を義務付

けるとともに､ ｢店内検査｣､ ｢監事による内部監査｣ を通じリ

スク管理に注力しております｡

なお､ 当組合においては､ オペレーショナル・リスクの計測

には ｢基礎的手法｣ を採用しております｡ オペレーショナル・

リスク相当額は､ 業務粗利益 (直近３年の平均値) に15％を乗

じて算出したものです｡

(13ページをご覧ください)

当組合の銀行勘定における出資等株式エクスポージャー (価

格変動のリスクに晒されている資産のこと) にあたるものは､

全国信用協同組合連合会､ 信組情報サービス株式会社に対する

ものであり､ 当組合の業務運営上必要な出資等であります｡

(16ページをご覧ください)
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自己資本調達の手段

自己資本の充実度に関する評価について

信用リスクについて

信用リスク削減手法等について

オペレーショナル・リスクについて

銀行勘定における出資等のエクスポージャーについて
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銀行勘定における金利リスクについて (単位：千円)

金利リスクとは､ 市場金利の変動によって当組合の経済価値 (資産価値の変動や将来の収益に対する影響) が変動するリスクと

定義されます｡

当組合では､ 銀行勘定における金利リスク (総金利リスク量) を月次で把握し､ その結果を理事会へ報告し､ 対応方針を検討す

るなど金利リスク管理態勢を強化しております｡

(17ページをご覧ください)

自己資本の充実の状況 (リスク・アセット､ 所要自己資本)
(単位：千円)

平成22年度 平成23年度

リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

イ. 信用リスク・アセット､ 所要自己資本の額

合計
5,165,293 206,611 5,313,114 212,524

①標準的手法が適用されるポートフォリオ

ごとのエクスポージャー※２
5,003,319 200,132 5,174,707 206,988

(�) ソブリン向け 19,998 799 39,904 1,596

(�) 金融機関向け 2,268,162 90,726 2,233,576 89,343

(�) 法人等向け 2,634,183 105,367 2,834,113 113,364

(�) 中小企業等・個人向け 80,975 3,239 67,112 2,684

(�) 抵当権付住宅ローン － － － －

(�) 不動産取得等事業向け － － － －

(�) 三月以上延滞等 － － － －

②証券化エクスポージャー － － － －

ロ. オペレーショナル・リスク 229,240 9,169 243,405 9,736

ハ. 単体総所要自己資本額 (イ＋ロ) 5,394,533 215,781 5,556,520 222,260

(注)１. 所要自己資本の額＝リスク・アセット額×４％
２. ｢エクスポージャー｣ とは､ 資産 (派生商品取引によるものを除く) 並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です｡
３. ｢ソブリン｣ とは､ 中央政府､ 中央銀行､ 地方公共団体､ わが国の政府関係機関､ 土地開発公社､ 地方住宅供給公社､ 地方道路公社､

外国の中央政府以外の公共部門 (当該国内においてソブリン扱いになっているもの)､ 国際開発銀行､ 国際決済銀行､ 国際通貨基金､
欧州中央銀行､ 欧州共同体､ 信用保証協会及び漁業信用基金協会のことです｡

４. ｢三月以上延滞等｣ とは､ 元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３か月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び
｢ソブリン向け｣､ ｢金融機関向け｣､ ｢法人等向け｣ においてリスク・ウエイトが150％になったエクスポージャーのことです｡

５. オペレーショナル・リスクは､ 当組合は基礎的手法を採用しています｡

〈オペレーショナル・リスク (基礎的手法) の算定方法〉

粗利益 (直近３年間のうち正の値の合計額) ×15％
÷８％

直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数

６. 単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×４％
７. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡
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信用リスクに関する事項 (証券化エクスポージャーを除く) (単位：千円：％)

イ. 信用リスクに関するエクスポージャーおよび主な種類別の期末残高

〈業種別及び残存期間別〉 (単位：千円)

エクスポージャー
区分

信 用 リ ス ク エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 期 末 残 高

三 月 以 上 延 滞
エクスポージャー

貸出金､ コミットメ
ント及びその他のデ
リバティブ以外のオ
フ・バランス取引

債 券 デリバティブ取引

業種区分
期間区分 22年度 23年度 22年度 23年度 22年度 23年度 22年度 23年度 22年度 23年度
国 内 6,494,015 5,968,919 1,557,822 1,669,541 4,936,193 5,968,919 － － 12,670 13,538
国 外 999,545 609,935 － － 999,545 609,935 － － － －
地 域 別 合 計 7,493,560 8,248,395 1,557,822 1,669,541 5,935,738 6,578,854 － － 12,670 13.538
製 造 業 710,220 609,159 － － 710,220 609,159 － － － －
農 業 ､ 林 業 － － － － － － － － － －
漁 業 － － － － － － － － － －
鉱 業 ､ 採 石 業 ､
砂 利 採 取 業 － － － － － － － － － －

建 設 業 － － － － － － － － － －
電 気 ・ ガ ス
熱 供 給 ・ 水 道 業 195,670 178,092 － － 195,670 178,092 － － － －

情 報 通 信 業 － － － － － － － － － －
運輸業 ､ 郵 便業 205,649 205,944 － － 205,649 205,944 － － － －
卸売業 ､ 小 売業 － － － － － － － － － －
金 融 ､ 保 険 業 1,796,909 1,513,963 － － 1,796,909 1,513,963 － － － －
不 動 産 業 32,256 33,648 － － 32,256 33,648 － － － －
物 品 賃 貸 業 － － － － － － － － － －
学術研究､ 専門・
技 術 サ ー ビ ス 業 － － － － － － － － － －

宿 泊 業 － － － － － － － － － －
飲 食 業 － － － － － － － － － －
生活関連サービス業､
娯 楽 業 － － － － － － － － － －

教育､ 学習支援業 － － － － － － － － － －
医 療 ・ 福 祉 1,386,499 1,536,482 1,386,499 1,536,482 － － － － 12,670 13,538
そ の 他 サ ー ビ ス － － － － － － － － － －
そ の 他 の 産 業 － － － － － － － － － －
国・地方公共団体等 2,588,568 3,732,455 － 2,588,568 3,732,455 － － － －
個 人 171,323 133,058 171,323 133,058 － － － － － －
そ の 他 406,463 305,591 － － 406,463 305,591 － － － －
業 種 別 合 計 7,493,560 8,248,395 1,557,822 1,669,541 5,935,738 6,578,854 － － 12,670 13,538
１ 年 以 下 438,027 562,049 37,152 60,855 400,875 501,194 － －
１ 年 超 ３ 年 以 下 1,505,871 1,840,830 85,967 103,906 1,419,904 1,736,924 － －
３ 年 超 ５ 年 以 下 2,033,299 1,388,976 265,460 244,360 1,767,839 1,144,616 － －
５ 年 超 ７ 年 以 下 458,851 981,881 158,851 180,394 300,000 801,487 － －
７ 年超 1 0 年 以下 1,614,947 1,260,771 98,294 127,760 1,516,653 1,133,011 － －
1 0 年 超 1,410,305 2,180,234 912,096 952,263 498,209 1,227,971 － －
期間の定めのないもの 32,256 33,648 － － 32,256 33,648 － －
残 存 期 間 別 合 計 7,493,560 8,248,395 1,557,822 1,669,541 5,935,738 6,578,854 － －

(注)１. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡
２. オフ・バランス取引は､ デリバティブ取引を除く｡
３. ｢三月以上延滞エクスポージャー｣ とは､ 元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３か月以上延滞しているエクスポージャーのことです｡
４. 上記の ｢その他｣ は､ 裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等および業種区分に分類することが困難

なエクスポージャーです｡
５. 当組合は､ 国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため､ ｢地域別｣ の区分は省略しております｡
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ロ. 一般貸倒引当金､ 個別貸倒引当金の期末残高および期中の増減額
(単位：千円)

期 首 残 高 当期増加額
当 期 減 少 額

期 末 残 高
目 的 使 用 そ の 他

一 般 貸 倒 引 当 金
平成22年度 5,096 5,216 － 5,096 5,216
平成23年度 5,216 5,662 － 5,216 5,662

個 別 貸 倒 引 当 金
平成22年度 78,233 72,206 － 78,233 72,206
平成23年度 72,206 72,096 － 72,206 72,096

合 計
平成22年度 83,329 77,422 － 83,329 77,422
平成23年度 77,422 77,758 － 77,422 77,758

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡

ハ. 業種別の個別貸倒引当金および貸出金償却の額等
(単位：千円)

個 別 貸 倒 引 当 金
貸 出 金 償 却

期 首 残 高 当 期 増 加 額
当 期 減 少 額 ※

期 末 残 高
目 的 使 用 そ の 他

22年度 23年度 22年度 23年度 22年度 23年度 22年度 23年度 22年度 23年度 22年度 23年度
製 造 業 － － － － － － － － － － － －
農 業 ､ 林 業 － － － － － － － － － － － －
漁 業 － － － － － － － － － － － －
鉱業､ 採石業
砂 利 採 取 業

－ － － － － － － － － － － －

建 設 業 － － － － － － － － － － － －
電 気・ガ ス
熱供給・水道業

－ － － － － － － － － － － －

情 報 通 信 業 － － － － － － － － － － － －
運輸業､ 郵便業 － － － － － － － － － － － －
卸売業､ 小売業 － － － － － － － － － － － －
金融業､ 保険業 61,225 61,225 61,225 61,225 － － 61,225 61,225 61,225 61,225 － －
不 動 産 業 － － － － － － － － － － － －
物 品 賃 貸 業 － － － － － － － － － － － －
学術研究､専門・
技術サービス業

－ － － － － － － － － － － －

宿 泊 業 － － － － － － － － － － － －
飲 食 業 － － － － － － － － － － － －
生活関連サービス業､
娯 楽 業

－ － － － － － － － － － － －

教育・学習支援業 － － － － － － － － － － － －
医 療 ・ 福 祉 22,106 10,980 10,981 10,870 － － 10,981 10,870 10,981 10,870 － －
その他のサービス － － － － － － － － － － － －
その他の産業 － － － － － － － － － － － －
国・地方公共団体等 － － － － － － － － － － － －
個 人 － － － － － － － － － － － －
合 計 83,329 77,422 72,206 72,096 － － 72,206 72,096 72,206 72,096 － －

(注) １. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡
２. 当組合は､ 国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため､ ｢地域別｣ の区分は省略しております｡
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ニ. リスク・ウエイトの区分とエクスポージャーの額等
(単位：千円)

告 示 で 定 め る リ ス ク ・

ウ エ イ ト 区 分 ( ％ )

エ ク ス ポ ー ジ ャ ー の 額
平 成 22 年 度 平 成 23 年 度

格 付 有 り 格 付 無 し 格 付 有 り 格 付 無 し
0 ％ 100,285 2,403,635 101,552 3,270,447
10 ％ 107,171 20,189 410,287 12,519
20 ％ 11,269,318 － 11,126,699 －
35 ％ － － － －
50 ％ 1,227,532 6,393 1,320,549 3,951
75 ％ － 91,939 － 90,690
100 ％ 534,027 1,299,629 806,611 1,517,570

合 計 13,238,333 3,821,785 13,765,700 4,895,177

(注)１. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡
２. 格付は､ 適格格付機関が付与しているものに限ります｡
３. エクスポージャーは､ 信用リスク削除手法適用後のリスク・ウエイトに区分しています｡

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー (単位：千円)

信用リスク削減手法
適格金融資産担保 保 証 クレジット・デリバティブ

ポートフォリオ 22年度 23年度 22年度 23年度 22年度 23年度

信用リスク削除手法が適用された

エクスポージャー
47,897 33,940 20,377 15,649 － －

①ソブリン向け － － － － － －

②金融機関向け － － － － － －

③法人等向け 41,289 23,528 20,377 15,649 － －

④中小企業等・個人向け 6,608 10,412 － － － －

⑤抵当権付住宅ローン － － － － － －

⑥不動産取得等事業向け － － － － － －

⑦三月以上延滞等 － － － － － －

(注) １. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡
２. 当組合は､ 適格金融資産担保について簡便手法を用いています｡

銀行勘定における出資等のエクスポージャーの額 (単位：千円)

区 分 リスクウエイト
エクスポージャーの額

平成22年度 平成23年度

出 資 金 100％ 22,400 22,400

有 価 証 券 100％ 900 900

合 計 23,300 23,300

(注) １. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡
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銀行勘定における金利リスクに関して当組合が内部管理上使用した金利ショックに対する経済価値の増減額 (単位：千円)

当組合は､ SMBC日興証券㈱殿から提供を受けたNBAシス

テムを使用して平成24年３月31日現在の金利リスク量を測定し

ております｡

具体的には､ 資産・負債の保有期間ごとに､ それぞれの保有

期間１年・最低1,200日の観測期間で測定される金利変動の99

％タイル値 (金利上昇時のショック値) と１％タイル値 (金利

下降時のショック値) を求めております｡

標準的金利ショック
経済価値の増減

(単位：百万円)

99％タイル値

(金利上昇時の金利リスク量)

平成22年度 △167

平成23年度 △ 47

１％タイル値

(金利下降時の金利リスク量)

平成22年度 79

平成23年度 121

最低所要自己資本額および配賦可能自己資本額

１. 自己資本額 (当期末現在) (単位：千円)

自己資本額
Tier1 Tier2

平成22年度 1,039,099 1,033,883 5,216

平成23年度 1,052,375 1,046,712 5,662

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示してお
ります｡

２. 配賦可能自己資本額 (当期末現在) (単位：千円)

リスク・アセット計

(Ａ)
自己資本額
(Ｂ)

最低所要自己資本比率
(Ｃ)

最低所要自己資本額
(Ｄ)

配賦可能自己資本額
(Ｂ－Ｄ)

平成22年度 5,394,533 1,039,099
４％確保の場合 215,781 823,318

８％確保の場合 431,562 607,537

平成23年度 5,556,520 1,052,375
４％確保の場合 222,260 830,115

８％確保の場合 444,521 607,854

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡

バーゼルⅡ第３の柱による開示
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預金種目別平均残高 (単位：千円：％) 預金者別預金残高 (単位：千円：％)

種 目
平成22年度 平成23年度

区 分
平成22年度末 平成23年度末

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

流動性預金 7,297,069 46.19 7,746,002 45.92 個 人 6,961,439 41.86 7,362,417 42.26

定期性預金 8,499,246 53.81 9,122,718 54.08 法 人 9,669,222 58.14 10,057,636 57.74

合 計 15,796,316 100.0 16,868,721 100.0 一般法人 9,637,614 57.95 10,016,261 57.50

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡ 公 金 31,608 0.19 41,375 0.24

合 計 16,630,661 100.0 17,420,054 100.0

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡

定期預金種類別残高 (単位：千円)

区 分 平成22年度末 平成23年度末

固定金利定期預金 8,377,048 9,082,687

変 動 金利定期預金 － －

その他の定期預金 － －

合 計 8,377,048 9,082,687

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡

有価証券種類別平均残高 (単位：千円：％) 有価証券種類別残存期間別残高 (単位：千円)

区 分
平成22年度 平成23年度

区 分 １年以内
１ 年 超

５年以内

５ 年 超

10年以内
10年超

期間の定め

のないもの金 額 構成比 金 額 構成比

国 債 886,625 15.61 1,008,786 16.51
国 債

平成22年度 － 312,973 209,847 404,899 －

地 方 債 1,302,529 22.93 1,676,259 27.43 平成23年度 － 311,884 213,434 617,252 －

社 債 2,346,536 41.32 2,671,985 43.72
地方債

平成22年度 － 839,467 310,799 － －

株 式 900 0.01 900 0.01 平成23年度 － 1,147,202 417,755 511,659 －

その他の証券 1,143,027 20.13 753,256 12.33
短期社債

平成22年度 － － － － －

合 計 5,679,618 100.0 6,111,187 100.0 平成23年度 － － － － －

(注) １. 当組合は､ 商品有価証券を保有しておりません｡
２. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡

社 債
平成22年度 100,599 1,634,323 1,091,675 － －

平成23年度 200,680 1,323,700 1,092,642 99,060 －

株 式
平成22年度 － － － － 900

平成23年度 － － － － 900

外国証券
平成22年度 299,937 401,358 204,331 93,310 －

平成23年度 300,514 98,754 210,667 － －

その他の

証 券

平成22年度 － － － － 32,256

平成23年度 － － － － 33,648

合 計
平成22年度 400,496 3,188,121 1,816,652 498,209 33,156

平成23年度 501,194 2,881,541 1,934,499 1,227,971 33,648

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡

資 金 運 用
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貸出金種類別平均残高 (単位：千円：％) 貸出金担保別残高 (単位：千円：％)

科 目
平成22年度 平成23年度

区 分
平成22年度 平成23年度

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

割 引 手 形 － － － － 当組合預金積金 47,311 3.04 33,940 2.03
有 価 証 券 － － － －手 形 貸 付 113,954 7.43 113,546 7.22
動 産 － － － －

証 書 貸 付 1,420,481 92.57 1,458,066 92.78 不 動 産 － － － －
当 座 貸 越 － － － － そ の 他 － － － －
合 計 1,534,435 100.0 1,571,612 100.0 小 計 47,311 3.04 33,940 2.03

信用保証協会・信用保険 32,966 2.12 23,551 1.41
(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡ 保 証 1,477,545 94.84 1,612,049 96.56

信 用 － － － －
合 計 1,557,822 100.0 1,669,541 100.0

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡

貸倒引当金の内訳 (単位：千円) 貸出金使途別内訳 (単位：千円：％)

項 目
平成22年度 平成23年度

区 分
平成22年度 平成23年度

期末残高 増減額 期末残高 増減額 金 額 構成比 金 額 構成比
一般貸倒引当金 5.216 120 5,662 446 運 転 資 金 476,259 30.57 518,828 31.08
個別貸倒引当金 72,206 △6,027 72,096 △110 設 備 資 金 1,081,563 69.43 1,150,713 68.92
貸倒引当金合計 77,422 △5,907 77,758 336 合 計 1,557,822 100.0 1,669,541 100.0

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡ (注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡

貸出金業種別残高・構成比 (単位：千円：％) 貸出金償却額 (単位：千円)

業 種 別
平成22年度 平成23年度 項 目 平成22年度 平成23年度

金 額 構成比 金 額 構成比 貸 出 金 償 却 額 － －

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡医療・福祉 1,386,499 87.87 1,536,482 92.03
個 人 171,323 12.13 133,058 7.97
合 計 1,577,822 100.0 1,669,541 100.0

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡

貸出金金利区分別残高 (単位：千円)

区 分 平成22年度 平成23年度
固 定 金 利 貸 出 － －
変 動 金 利 貸 出 1,557,822 1,669,541
合 計 1,577,822 1,669,541

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡

資 金 運 用
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金融再生法開示債権および同債権に対する保全額 (単位：千円：％)

区 分
債 権 額

(Ａ)

担保・保証等

(Ｂ)

貸倒引当金

(Ｃ)

保 全 額

(Ｄ)＝(Ｂ)＋(Ｃ)

保 全 率

(Ｄ)／(Ａ)

貸倒引当金引当率

(Ｃ)／(Ａ－Ｂ)

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

平成22年度 7,582 － 7,582 7,582 100.0 100.0

平成23年度 7,582 － 7,582 7,582 100.0 100.0

危 険 債 権
平成22年度 3,398 － 3,398 3,398 100.0 100.0

平成23年度 3,288 － 3,288 3,288 100.0 100.0

要 管 理 債 権
平成22年度 12,670 － 43 43 0.34 0.34

平成23年度 10,250 － 35 35 0.34 0.34

不 良 債 権 計
平成22年度 23,650 － 11,023 11,023 46.60 46.60

平成23年度 21,120 － 10,905 10,905 51.63 51.63

正 常 債 権
平成22年度 1,534,272

平成23年度 1,651,018

合 計
平成22年度 1,557,922

平成23年度 1,672,138

(注)１. ｢破産更生債権及びこれらに準ずる債権｣ とは､ 破産､ 会社更生､ 再生手続等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権
及びこれらに準ずる債権です｡

２. ｢危険債権｣ とは､ 債務者が経営破綻の状態には至っていないが､ 財政状態及び経営成績が悪化し､ 契約に従った債権の元本の回収及
び利息の受取りができない可能性の高い債権です｡

３. ｢要管理債権｣ とは､ ｢３か月以上延滞債権｣ 及び ｢貸出条件緩和債権｣ に該当する貸出債権です｡
４. ｢正常債権｣ とは､ 債務者の財政状態及び経営成績に問題がない債権で､ ｢破産更生債権及びこれらに準ずる債権｣､ ｢危険債権｣､ ｢要管

理債権｣ 以外の債権です｡
５. ｢担保・保証等 (Ｂ)｣ は､ 自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です｡
６. ｢貸倒引当金 (Ｃ)｣ は､ ｢正常債権｣ に対する一般貸倒引当金を控除した貸倒引当金です｡
７. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡

リスク管理債権および同債権に対する保全額 (単位：千円：％)

区 分
残 高

(Ａ)

担保・保証

(Ｂ)

貸倒引当金

(Ｃ)

保全率(％)

(Ｂ＋Ｃ)／Ａ

破 綻 先

債 権

平成22年度 7,582 － 7,582 100.0

平成23年度 7,582 － 7,582 100.0

延 滞

債 権

平成22年度 3,398 － 3,398 100.0

平成23年度 － － － －

３ か 月 以 上

延 滞 債 権

平成22年度 － － － －

平成23年度 － － － －

貸出条件緩和債権
平成22年度 12,670 － 43 0.34

平成23年度 13,538 － 3,323 24.54

合 計
平成22年度 23,650 － 11,023 46.60

平成23年度 21,120 － 10,905 51.63

(注)１. ｢破綻先債権｣ とは､ 元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の
見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金 (貸出償却を行った部分を除く｡ 以下 ｢未収利息不計上貸出金｣ という｡)
のうち､ 法人税法施行令第96条第１項第３号のイ. 会社更生法等の規定による更生手続開始の申立てがあった債務者､ ロ. 民事再生法
の規定による再生手続開始の申立てがあった債務者､ ハ. 破産法の規定による破産の申立てがあった債務者､ ニ. 商法の規定による整
理開始又は特別清算開始の申立てがあった債務者､ ホ. 手形交換所の取引停止処分を受けた債務者､ 等に対する貸出金です｡

２. ｢延滞債権｣ とは､ 上記１. および債務者の経営再建又は支援 (以下 ｢経営再建等｣ という｡) を図ることを目的として利息の支払いを
猶予したもの以外の未収利息不計上貸出金です｡

３. ｢３か月以上延滞債権｣ とは､ 元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から３か月以上延滞している貸出金 (上記１. および２. を
除く) です｡

４. ｢貸出条件緩和債権｣ とは､ 債務者の経営再建等を図ることを目的として､ 金利の減免､ 利息の支払猶予､ 元本の返済猶予､ 債権放棄
その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金 (上記１. ～３. を除く) です｡

５. ｢担保・保証等 (Ｂ)｣ は､ 自己査定に基づく担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額です｡
６. ｢貸倒引当金 (Ｃ)｣ は､ リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対して引き当てた金額を記載しており､ リスク管理債権以外の貸出金

等に対する貸倒引当金は含まれておりません｡
７. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡

資 金 運 用
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法令等遵守体制

当組合は､ 地域の医業界に対する金融取引を担うという公共性の高い業務を行っております｡ このため､ 法令等遵守体制の構築は､
経営の最重要課題の一つとして位置付けております｡
コンプライアンス担当理事および同責任者を任命し､ コンプライアンスの実践状況を常務理事会および理事会が検証する体制を構
築しております｡ また､ ｢コンプライアンスマニュアル｣ や ｢法令遵守ハンドブック｣ などを作成・活用し､ 法令等遵守意識の醸成
に努めております｡

リスク管理体制

当組合は､ 経営計画等を踏まえ､ 経営体力､ 自己資本の水準等から許容できるリスク量の適切なコントロールを実施しますととも
に､ 収益力の強化を図り ｢健全性の維持｣ と ｢収益力の強化｣ の双方にバランスのとれた経営を目指しております｡
また､ 総合的なリスク管理は､ 理事本店長が統括し､ 常務理事会および理事会が検証する内部統制体制を構築しております｡

代理貸付残高の内訳 (単位：千円) 手数料一覧 (単位：円)

区 分 平成22年度末 平成23年度末 種 類 手数料
全国信用協同組合連合会 － －

振 込
電信扱

３万円未満 630
商 工 組 合 中 央 金 庫 － － ３万円以上 840
中 小 企 業 金 融 公 庫 － －

文書扱
３万円未満 630

株式会社日本政策金融公庫 － － ３万円以上 840
独立行政法人福祉医療機構 － －

証明書発行手数料
残高証明書 １通 315

そ の 他 － － 融資証明書 １通 315
合 計 － － その他証明書 １通 315

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡ そ の 他
代金取立手数料 315
通帳証書等再発行 1,050

上記手数料でございますが､ 組合員の皆様のご本人名義宛の振込
や証明書発行等は､ 無料とさせていただいております｡

内国為替取扱実績 (単位：千円)

区 分
平成22年度末 平成23年度末 事務所の名称・所在地 (単位：千円：％)
件 数 金 額 件 数 金 額

送金･振込
他の金融機関向け 4 38,800 29 187,768 熊本県熊本市中央区花畑町１番13号

熊本県医師信用組合 本店他の金融機関から 4,872 7,978,222 4,811 6,852,222

代金取立
他の金融機関向け － － － －

営業地域 (単位：千円：％)
他の金融機関から － － － －

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております｡ 熊本県下一円

(1)報酬体系の概要 (単位：千円)

【基本報酬】
役員の報酬につきましては､ 理事・監事それぞれの支払限度額を総会において決定しております｡
そのうえで､ 各理事の基本報酬額につきましては､ 役位により決定しております｡
また､ 各監事の基本報酬額につきましては､ 監事の協議により決定しております｡
【退職慰労金】
退職慰労金につきましては､ 在任期間中に毎期引当金を計上し､ 退任時に総会で承認を得た後､ 支払っております｡ なお､ 当組合
では､ 全役員に適用される退職慰労金の支払いに関しては､ 主として次の事項を規定で定めております｡
ａ. 決定方法 ｂ. 支払手段 ｃ. 決定時期

(2)役員に対する報酬 (単位：千円)

区 分 当期中の報酬支払額 総会等で定められた報酬限度額
理 事 8,400 9,000
監 事 1,440 1,500
合 計 9,840 10,500

(注) １. 使用人兼務理事の使用人分の給与は含んでおりません｡ 使用人兼務理事の使用人分の報酬 (賞与を含む) は､ 7,000千円であります｡
２. 支払人数は､ 理事９名､ 監事４名です｡ (退任役員を含む)

リスク管理体制および法令等遵守体制について

そ の 他 業 務

報酬体系について
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地域貢献に対する当組合の経営姿勢 (単位：千円：％)

医業界を対象とする業域信用組合である当組合は､ 組合員に対する適切な金融サービスを通じて､ 地域医療の発展に寄与し､ 地域

の皆さまが健康で安心して生活できる環境づくりに貢献してまいります｡

融資を通じた地域貢献 (単位：千円：％)

当組合は､ 医療施設や医療設備の整備・充実や運転資金など､ 金融の円滑化に向けた融資の推進に積極的に取り組みます｡

当組合においては､ 地域とは組合員の皆さまのことであり､ 地域密着型金融の推進は当組合の使命と考えております｡

平成23年度実施した施策を含め､ 次の取組みを強化します｡

１. ライフサイクルに応じた取引先企業の支援の一層の強化

事業継承ローン ｢ゆずり葉｣ の拡販

２. 事業価値を見極める融資手法をはじめ中小企業に適した資金供給手法の徹底

第三者の連帯保証を不要とする熊本県信用保証協会や全国しんくみ保証の活用

３. 地域の情報集積を活用した持続可能な地域経済への貢献

各郡市医師会との連携を強化し､ 各地域の情報や組合員の皆さまのニーズ等の収集に努め､ 適切な金融サービスを提供

Ａ. 預金業務
��預 金
普通預金､ 貯蓄預金､ 通知預金､ 納税準備預金､ 別段預金､
定期預金､ 定期積金等を取扱っております｡

��譲渡性預金
取扱っておりません｡

Ｂ. 貸出業務
��貸 付
手形貸付､ 証書貸付を取扱っております｡

��手形の割引

Ｃ. 商品有価証券売買業務
取扱っておりません｡

Ｄ. 有価証券投資業務
預金の支払い準備及び資金運用のため､ 国債､ 地方債､ 社債
その他の証券に投資しております｡

Ｅ. 内国為替業務
テレ為替による送金・振込を取扱っております｡

Ｆ. 外国為替業務
取扱っておりません｡

Ｇ. 社債受託及び登録業務
取扱っておりません｡

Ｈ. 金融先物取引等の受託等業務
取扱っておりません｡

Ⅰ. 附帯業務
�国､ 地方公共団体その他営利を目的としない法人の預金の
受入れ

�組合員と生計を一にする配偶者その他の親族の預金又は定
期積金の受入れ

�組合員以外の者の預金又は定期積金の受入れ
�組合員以外の者に対する法令の定めるところによる資金の
貸付及び手形の割引

	債務の保証又は手形の引受

有価証券の貸付
�国債証券､ 地方債証券若くは政府保証債の引受
�金銭債権の取得又は譲渡
信用協同組合､ 信用協同組合連合会､ 日本政策金融公庫そ
の他内閣総理大臣の定める者の業務の代理又は媒介

�国､ 地方公共団体､ 会社等の金銭の収納その他金銭に係る
事務の取扱

�有価証券､ 貴金属その他の物品の保護預り

地 域 貢 献

地域密着型金融について

主な事業の内容
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金融ADR制度への対応について

当組合では､ お客様により一層のご満足をいただけるよう､

お取引に係る苦情等を受付けておりますので､ お気軽にお申し

出ください｡

当組合は､ お客様からのお申出について､ 以下のとおり金融

ADR制度も踏まえ､ 内部管理態勢等を整備して迅速・公平・

適切な対応を図り､ もって当組合に対するお客様の信頼の向上

に努めます｡＊苦情等とは､ 当組合との取引に関する照会・相談・要望・苦情・
紛争のいずれかに該当するもの及びこれらに準ずるものをいいます｡

ＡＤＲ (裁判外紛争解決制度) とは､ 訴訟に代わる､ あっせん・
調停・仲裁等の合意に基づく紛争の解決方法であり､ 事案の性質
や当事者の事情等に応じた迅速・簡便・柔軟な紛争解決が期待さ
れる制度です｡

お 申 出 先

当組合にお願いいたします｡

熊本県医師信用組合

郵便番号：860�0806
住 所：熊本市中央区花畑町１番13号
電話番号：096－354－3000
受付時間：９：00～17：00

(土日・祝日および金融機関の休日を除く)

１. お客様からの苦情等については､ 当組合で受付け､ 対応に当たっ
ては､ 個人情報保護に関する法律やガイドライン等に沿い､ 適切
に取扱いいたします｡
２. お申し出いただいた苦情等は､ 事情・事実関係を調査するとと
もに､ 公正・迅速・誠実に対応し､ 解決に努めます｡
３. お客様からの苦情等のお申し出は､ しんくみ相談所でも受付け
ています｡
４. 紛争解決を図るため､ 弁護士会が設置運営する仲裁センター等
を利用することが出来ます｡ その際は､ しんくみ相談所の規則等
を遵守し解決に取組みます｡
５. 顧客サポート等に係る情報の集約､ 苦情等に対する対応の進捗
状況および処理指示については､ 当組合が一元的に管理します｡
６. 反社会的勢力による苦情等を装った圧力に対しては､ 規定等に
基づき､ 必要に応じ警察等関係機関との連携をとった上､ 断固た
る対応をとります｡
７. 苦情等に対応するため､ 研修等により関連規定等に基づき業務
が運営されるよう､ 組合内に周知・徹底を図ります｡
８. 苦情等の内容について分析し､ 調査を行った苦情等の発生原因
を把握した上､ 苦情等の再発防止､ 未然防止に向けた取組みを不
断に行います｡

▼
苦情等のお申し出は当組合のほか､ しんくみ相談所でも受け付け
ています｡ (詳しくは､ 当組合へご相談ください)｡

名 称 しんくみ相談所 ((社)全国信用組合中央協会)
住 所 〒104�0031 東京都中央区京橋１－９－１
電話番号 03－3567－2456
受 付 日
時 間

月～金 (祝日及び金融機関休業日を除く)
９：00～17：00

相談所は､ 公平・中立な立場でお申し出を伺い､ お申し出のお客
様の了解を得たうえ､ 当該の信用組合に対し迅速な解決を要請します｡

東京弁護士会､ 第一東京弁護士会､ 第二東京弁護士会が設置

運営する仲裁センター等で紛争の解決を図ることも可能ですの

で､ 当組合またはしんくみ相談所へお申し出ください｡

また､ お客様が直接､ 仲裁センター等へ申し出ることも可能

です｡

当組合の苦情受付・対応態勢

お 客 様

相
談
・
苦
情
等

他
機
関
の
紹
介

相
談
・
苦
情
等

紛

争

お
客
様
へ
個
別
対
応

名 称
東 京 弁 護 士 会
紛争解決センター

第一東京弁護士会
仲 裁 セ ン タ ー

第二東京弁護士会
仲 裁 セ ン タ ー

住 所
〒100�0013
東京都千代田区
霞ヶ関１－１－３

〒100�0013
東京都千代田区
霞ヶ関１－１－３

〒100�0013
東京都千代田区
霞ヶ関１－１－３ 熊本県医師信用組合

電 話 03－3581－0031 03－3595－8588 03－3581－2249

受付日
時 間

月～金
(除 祝日､ 年末年始)
９：30～12：00
13：00～15：00

月～金
(除 祝日､ 年末年始)
10：00～12：00
13：00～16：00

月～金
(除 祝日､ 年末年始)
９：30～12：00
13：00～17：00

常務理事会
しんくみ相談所

理 事 会 しんくみ相談所経由
で取次ぎ

(凡例)

報告・連絡

相談・協議

指示・調査

弁 護 士 会
仲裁センター等

苦情処理措置及び紛争解決権措置の内容
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索 引 各開示項目は､ 下記ページに記載しております｡ なお､ ＊印は､ ｢協同組合による

金融事業に関する法律施行規則｣ で規定されております法定開示項目です｡

項 目 掲載ページ 項 目 掲載ページ

ごあいさつ １ 信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー ＊ 16

当組合のあゆみ (沿革) １ 銀行勘定における出資等のエクスポージャーの額 ＊ 16

事業の組織 ＊ １ 銀行勘定における金利リスクに関して当組合が内部管
理上使用した金利ショックに対する経済価値の増減額

17
役員一覧 (理事および監事の氏名・役職名) ＊ １

事業方針 ２ 最低所要自己資本額および配賦可能自己資本額 ＊ 17

平成23年度の経営環境・事業概要 ＊ ２ ■資金調達

トピックス ２ 預金種目別平均残高 ＊ 18

組合員の推移 ２ 預金者別預金残高 18

■経理・経営内容 定期預金種類別残高 18

貸借対照表 ＊ ３ ■資金運用

損益計算書 ＊ ５ 有価証券種類別平均残高 ＊ 18

剰余金処分計算書 ＊ ５ 有価証券種類別残存期間別残高 ＊ 18

財務諸表の適正性・内部監査の有効性についての確認書 ５ 貸出金種類別平均残高 ＊ 19

会計監査人による監査 ＊ ５ 貸出金担保別残高 ＊ 19

業務粗利益 ＊ ６ 貸倒引当金の内訳 ＊ 19

経費の内訳 ６ 貸出金使途別内訳 ＊ 19

役務取引の状況 ６ 貸出金業種別残高・構成比 ＊ 19

受取利息および支払利息の増減 ＊ ６ 貸出金償却額 ＊ 19

業務純益 ６ 貸出金金利区分別残高 ＊ 19

主要な経営指標の推移 ＊ ７ 金融再生法の規定による開示債権および同債権に対する保全額 ＊ 20

資金運用勘定､ 資金調達勘定の平均残高等 ＊ ７ リスク管理債権および同債権に対する保全額 ＊ 20

有価証券､ 金銭の信託等の取得価格または契約価格､ 時価および評価損益 ＊ ７ ■リスク管理体制および法令等遵守体制について

満期保有目的の債券､ その他有価証券 ８ 法令等遵守体制 ＊ 21

その他業務収益の内訳 ９ リスク管理体制 ＊ 21

総資産利益率 ＊ ９ ■その他業務

総資金利鞘等 ＊ ９ 代理貸付残高の内訳 21

預貸率および預証率 ＊ ９ 手数料一覧 21

１店舗当りの預金および貸出金残高 ９ 内国為替取扱実績 21

職員１人当りの預金および貸出金残高 ９ 事務所の名称・所在地 ＊ 21

■バーゼルⅡ第３の柱による開示事項 営業地域 21

自己資本の構成 ＊ 10 ■報酬体系について 21

(自己資本比率について) 10 ■地域貢献

バーゼルⅡ ｢新しい自己資本比率規制｣ の概要について ＊ 11 地域貢献に対する当組合の経営姿勢 22

◇定性的開示項目 融資を通じた地域貢献 22

自己資本調達の手段 ＊ 12 ■地域密着型金融について

自己資本の充実度に関する評価について ＊ 12 地域密着型金融について 22

信用リスクについて ＊ 12 主な事業の内容 ＊ 22

信用リスク削減手法等について ＊ 12 ■苦情処理措置及び紛争解決措置の内容
金融ADR制度への対応について ＊

23
オペレーショナル・リスクについて ＊ 12

銀行勘定における出資等のエクスポージャーについて ＊ 12 目次 24

銀行勘定における金利リスクについて ＊ 13

◇定量的開示項目 ＊

自己資本の充実の状況 (リスク・アセット､ 所要自己資本) ＊ 13

信用リスクに関するエクスポージャーおよび主な種類別の期末残高 ＊ 14

一般貸倒引当金､ 個別貸倒引当金の期末残高および増減額 ＊ 15

業種別の個別貸倒引当金および貸出金償却の額等 ＊ 15

リスク・ウエイトの区分とエクスポージャーの額等 ＊ 16



事務所の名称・所在地

【本店】
〒860ｰ0806 熊本市中央区花畑町１番13号

熊本県医師会館４階
TEL 096ｰ354ｰ3000
FAX 096ｰ324ｰ4609

地 区 一 覧

熊本県内全域

熊本県医師信用組合の業務現況

熊本市中央区花畑町１番13号
TEL 096ｰ354ｰ3000
FAX 096ｰ324ｰ4609


